
はじめに
TAINSに収録されている判決等
は、主に税務訴訟に関するものです
が、その他に、実務に影響すると思わ
れる民事事件の判決等も収録されてい
ます。
今回は、最近の相続に関する民事事
件の最高裁判決等をご紹介します。

Ⅰ 共同相続された預貯金
債権

遺産分割の実務では、相続人全員の
合意により預貯金債権を分割の対象財
産に含めることが多いのですが、判例
上は、預貯金債権は可分債権として、
相続開始と同時に当然に相続分に応じ
て分割されると解されていました。し
かし、次の最高裁大法廷決定により従
来の判例が変更されました。

平28．12．19最高裁大法廷決定
（破棄差戻し）Z999－5366

＜事案の概要＞
この事案は、Aの共同相続人である
抗告人と相手方との間におけるAの遺
産分割申立て事件です。
＜裁判所の判断＞
最高裁では、預貯金債権は遺産分割
の対象となると判断し、原決定を破棄
し原審へ差し戻しました。
1．原審の判断
原審は、各預貯金（普通預金・通常貯
金・定期貯金）は、相続開始と同時に当
然に相続人が相続分に応じて分割取得
し、相続人全員の合意がない限り遺産
分割の対象とならないと判断したが、
その判断は是認することができない。
2．遺産分割の仕組み等と要請
遺産分割の仕組みは、被相続人の権
利義務の承継に当たり共同相続人間の
実質的公平を図ることを旨とするもの
であることから、一般的には、遺産分
割においては被相続人の財産をできる
限り幅広く対象とすることが望まし
く、また、遺産分割手続を行う実務の

観点からは、現金のように、評価につ
いての不確定要素が少なく、具体的な
遺産分割の方法を定めるに当たっての
調整に資する財産を遺産分割の対象と
することに対する要請も広く存在す
る。
3．預貯金一般の性格等
① 預貯金契約は、消費寄託の性質を
有するものであるが、預貯金契約に基
づく金融機関が行う事務には、委任事
務ないし準委任事務の性質を有するも
のも多く含まれ、預貯金は決済手段と
しての性格を強めてきている。また、
預貯金債権の存否及びその額が争われ
る事態は多くなく、預貯金債権を細分
化してもこれによりその価値が低下す
ることはないと考えられる。
② このようなことから、預貯金は、
預金者においても、確実かつ簡易に換
価することができるという点で現金と
の差をそれほど意識させない財産であ
ると受け止められているといえる。
③ 共同相続の場合において、一般の
可分債権が相続開始と同時に当然に相
続分に応じて分割されるという理解を
前提としながら、遺産分割手続の当事
者の同意を得て預貯金債権を遺産分割
の対象とするという運用が実務上広く
行われてきているが、これも、以上の
ような事情を背景とするものである。
4．預貯金の内容・性質
① 預金者が死亡することにより、普
通預金債権及び通常貯金債権は共同相
続人全員に帰属するに至るところ、各
債権は、口座において管理されてお
り、預貯金契約上の地位を準共有する
共同相続人が全員で預貯金契約を解約
しない限り、同一性を保持しながら常
にその残高が変動し得るものとして存
在し、各共同相続人に確定額の債権と
して分割されることはないと解され
る。
② 定期貯金債権が相続により分割さ
れると解すると、それに応じた利子を
含めた債権額の計算が必要になる事態
を生じかねず、定期貯金に係る事務の
定型化、簡素化を図るという郵便貯金

法の趣旨に反する。他方、仮に同債権
が相続により分割されると解したとし
ても、同債権には分割払戻しの制限が
ある以上、共同相続人は共同して全額
の払戻しを求めざるを得ず、単独でこ
れを行使する余地はないのであるか
ら、そのように解する意義は乏しい。
5．預貯金債権は分割対象
預貯金一般の性格等を踏まえつつ各
種預貯金債権の内容及び性質をみる
と、共同相続された普通預金債権、通
常預金債権及び定期貯金債権は、いず
れも、相続開始と同時に当然に相続分
に応じて分割されることなく、遺産分
割の対象となるものと解するのが相当
である。

Ⅱ 節税目的の養子縁組の
有効性

相続税対策で孫等と養子縁組をする
ことは少なくありません。次の最高裁
判決は、節税目的の養子縁組でも有効
であるとの初判断を示したものです。

平29．1．31最高裁判決
（破棄自判・確定）Z999－5372

＜事案の概要＞
Aは、平成24年4月、長男B、その
妻C及び上告人（B・Cの長男、平成
23年生れ）と共に、税理士等から、上
告人をAの養子とした場合に遺産に係
る基礎控除額が増えることなどによる
相続税の節税効果がある旨の説明を受
けました。その後、上告人をAの養子
とする養子縁組届が作成され、世田谷
区長に提出されました。
この事案は、被上告人ら（Aの長女
・二女）が、上告人に対して、養子縁
組は縁組をする意思を欠くものである
と主張して、その無効確認を求めて争
われたものです。
＜裁判所の判断＞
最高裁では、次のとおり、原判決（平
成28年2月3日東京高裁判決）を破棄
し、節税目的の養子縁組は有効である
と判断しました。

① 原審は、養子縁組は専ら相続税の
節税のためにされたものであるとした
上で、かかる場合は民法802条《縁組
の効力》1号にいう「当事者間に縁組
をする意思がないとき」に当たるとし
て、被上告人らの請求を認容したが、
民法802条1号の解釈に関する原審の
判断は是認することができない。
② 養子縁組は、嫡出親子関係を創設
するものであり、養子は養親の相続人
となるところ、養子縁組をすることに
よる相続税の節税効果は、相続人の数
が増加することに伴い、遺産に係る基
礎控除額を相続人の数に応じて算出す
るものとするなどの相続税法の規定に
よって発生し得るものである。相続税
の節税のために養子縁組をすること
は、このような節税効果を発生させる
ことを動機として養子縁組をするもの
にほかならず、相続税の節税の動機と
縁組をする意思とは、併存し得るもの
である。
③ したがって、専ら相続税の節税の
ために養子縁組をする場合であって
も、直ちに当該養子縁組について民法
802条1号にいう「当事者間に縁組を
する意思がないとき」に当たるとする
ことはできない。
④ そして、事実関係の下においては、
養子縁組について、縁組をする意思が
ないことをうかがわせる事情はなく、
「当事者間に縁組をする意思がないと
き」に当たるとすることはできない。

おわりに
TAINSでは、上記の判決等は税区
分「その他」に収録されています。ま
た、「検索キーワード」欄に、判決年
月日「H28－12－19」「H29－01－31」
を入力すると即座に検索することがで
きます。

収録内容に関するお問い合わせは
データベース編集室へ
TEL 03（5496）1416

依田 孝子［大森］

相続に関する重要裁判例
―預貯金債権は遺産分割の対象に―
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